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人事・給与制度の見直しについて

１ 給与制度の見直し

提 案 内 容 実施予定時期

(1) 平成28年人事院勧告に基づく給与改定

・ 給料表の改定 平成28年 4月1日

平均０．２％の引上げ

・ 期末勤勉手当の支給割合引上げ 平成28年12月1日

年４．２月分から年４．３月分に引上げ，勤勉手当に配分

（再任用職員は，年２．２月から年２．２５月）

(2) 扶養手当の見直し 平成29年 4月1日

・ 配偶者の手当額を他の扶養親族の手当額と同額まで引下げ，

子の手当額を引き上げる等の見直し（段階的に実施）

(3) 再任用職員の勤勉手当に係る上位の成績区分の適用 平成29年 6月1日

・ 勤務実績を支給額により反映しうるよう，「特に優秀」の成

績区分の成績率を，「良好」よりも一定程度高くなるよう設定

(4) 短期間の育児休業取得者の勤勉手当支給割合の見直し 平成29年 6月1日

・ 育児休業の承認に係る期間が１か月以下である場合には，

当該育児休業期間を勤勉手当の勤務期間から除算しない

２ 人事制度の見直し

提 案 内 容 実施予定時期

(1) 介護休暇の見直し

・ 介護休暇を請求できる期間について，合計６月以内の範囲で，

３回までの分割を可能とし，対象家族に係る同居要件を撤廃

(2) 介護時間の新設

・ 連続する３年の期間内で，１日につき２時間以下で勤務し

ないことを承認する制度を新設

(3) 介護を行う職員の時間外勤務の免除 平成29年 4月1日

・ 介護を行う職員の時間外勤務を免除する制度を新設

(4) 育児休業等に係る子の範囲の拡大

・ 特別養子縁組の監護期間中の子等，法律上の親子関係に準

ずる関係にある子にも拡大

(5) 職員の時差勤務の本格実施

・ 試行中の本制度の本格実施（試行開始：平成１７年８月）

(6) 育児または介護を行う職員の早出遅出勤務の本格実施

・ 試行中の本制度の本格実施（試行開始：平成２０年４月）


